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研究成果の概要（和文）：　現在、市民の持続的な活動・学習を支えるしごとは、自治体の一般行政職・社会教
育指導員など非常勤職員・ＮＰＯや財団職員等、様々な立場の人たちが担っている。本研究では、学習支援を行
う人たちが実践をふりかえり、異なる経験を交流することにより力量形成していくカリキュラムの策定をめざし
た。そのような学習支援者の力量形成を可能にする大学の役割、認証機構の組織について研究を進めた。
　本研究費を基盤とした日本社会教育学会プロジェクト研究における活動を通して、実践のふりかえりを通じた
職員の力量形成にかかわる事例と、その交流を実現し、実践と研究の新たな関係を展望している。

研究成果の概要（英文）：Learning communities are supported by general administrative positions and 
part-time workers in local governments, and stuff of NPO or private organizations in Japan. 
In this study, practitioners of supporting learning progress their abilities by reflecting their 
practices and interchanging different experiences. It was also studied drawing up curriculum of 
forming ability of reflective practitioners, role of university in local community and certification
 of inter-university.

研究分野： 教育学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
（１） 本研究（2014-2016 年度）は、日本
社会教育学会のプロジェクト研究「学びあう
コミュニティを支えるコーディネーターの
力量形成とその組織」を母体としている。こ
のプロジェクト研究は、社会教育研究が、
法・制度、歴史、職員、施設などのカテゴリ
ーに分かれていた 1980 年代に、学習の動態
それ自体を研究の焦点にすえた研究グルー
プの関心に端を発している。学習者や職員な
ど学習にかかわる人々の関係の動態に注目
する視点から、その後、社会教育職員の専門
的力量の形成が課題として意識されるよう
になる。（この間の日本社会教育学会を中心
とした実践研究の展開については、入江直
子・村田晶子「学習の組織化と記録」日本社
会教育学会編『講座現代社会教育の理論 Ⅲ 
成人の学習と生涯学習の組織化』東洋館出版
社 2004 年 pp.124-140 を参照。） 
 
（２） 一方、日本の政策動向において、と
くに 2010 年代に入り、社会教育職員とりわ
け社会教育主事の資格や養成について議論
が行われるようになっていた。（たとえば「中
央教育審議会生涯学習分科会における議論
の整理」（2013 年 1 月）など）すなわち、国
家資格としての社会教育主事に期待される
役割が見直され、その養成カリキュラムが具
体的に検討され始めていた。 
 
（３）これらの研究動向と社会的関心を背景
に、本研究では、コミュニティの学習を支え
る職員を、社会教育主事だけでなく社会教育
指導員や指定管理者職員、また社会教育以外
の男女共同参画センターや児童館等主張部
局の職員など、人びとの持続的な学習・活動
を支援する職として広くとらえ、それらの
人々が自らの実践をふり返ることをとおし
て力をつけていくためのカリキュラムの策
定をめざした。 
 これにより、研究課題は「コミュニティ学
習コーディネーターの養成・研修カリキュラ
ムの策定」とした。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、「学習支援」を職務とし

ている人たちに向けた養成・研修カリキュラ
ムの策定とその認証機構の創設のための組
織の研究である。 

 
（１）現在、社会教育・生涯学習等の学習支
援にかかわる国家資格は社会教育主事のみ
であり、このため、将来行政職に就く予定の
ない社会教育指導員・指定管理者・市民も、
各地の国立大学で実施する社会教育主事講
習に参加している。また、大学における社会
教育主事養成を経て社会教育主事に就職す
ることが極めて難しいなど、学習支援の「職」
と社会教育主事という「資格」をめぐるミス

マッチの状態が続いている。 
こうした中で、近年大学で独自に学習支援

にかかわる職員に向けた研修を始める動き
もみられる。（東京学芸大学など） 
これらは、現在、社会教育や生涯学習、民

間の活動などにおいて、具体的に人々の学習
を支える仕事についている人が、非常勤・指
定管理・ＮＰＯなど様々な立場で、膨大な数
に上っているにもかかわらず、手探りで学習
支援の仕事をしていること、実際には養成や
研修の機会を求めていることを示している。 
本研究では、このような学習支援の仕事を

している人たち「コミュニティ学習コーディ
ネーター」ととらえて、実践に向かう力とな
る養成・研修カリキュラムの構築をめざした。 
 
（２）さらに、従来の社会教育主事養成であ
る「社会教育主事講習等規定」では、座学が
中心であり、社会教育の法・行政・施設など
に関する知見を講義で学ぶカリキュラムで
あった。 
 しかし、「学習支援」にかかわる力量形成
をめざすには、知識や技術として大学の講義
によって学ぶことだけでは、現実の人々のく
らし・活動にかかわっていく力を育てること
は難しい。発想を転換し、人びとの学習・活
動を支える実践をふり返り、実践記録として
まとめていくことを可能にするようなカリ
キュラムを、大学が提供していくというよう
な展望が求められる。 
 具体的には、福井大学・静岡大学・首都圏
の大学間連携で行われているラウンドテー
ブルという方法が注目される。教師・公民館
職員・保健師など、対人援助の仕事をしてい
る人たちが、異なる領域、異なる経験の人々
と、じっくりと時間をかけて実践を交流する
取り組みである。 
 本研究では、ラウンドテーブルや実践記録
などの方法により、「コミュニティ学習支援
コーディネーター」の実践的な力量形成のた
めのカリキュラムを編成することをめざし
た。 
 
（３）（２）のような学習支援者の力量形成
の機会が、学習支援者にとって意義あるもの
となり、ひいては社会的に有用であると位置
づけられていくためには、その「質」保障と
して、大学間で相互に教育内容を認証してい
くシステムが求められる。本研究では、この
ような認証機構の構築のための具体的な方
法と手続きの研究をめざした。 
 
 
３.研究の方法 
 先述のとおり、本研究は日本社会教育学会
プロジェクト研究「学びあうコミュニティを
支えるコーディネーターの力量形成とその
組織」において、主として活動を行った。詳
細は同プロジェクト研究の「記録集」（2017
年 3 月）を参照。日本社会教育学会では、六



月集会と研究大会という場で研究交流が行
われている。本プロジェクト研究では、それ
以外にも研究活動を行った。 
 研究の方法と成果は不可分であるので、以
下の通り報告する。 
 
 

Ⅰ 力量形成とその組織をとらえる視点
を探る（2014-2015 年度） 

 
（１） 六月集会（2014 年度） 

 研究の開始に当たり、これまでの社会教育
職員論および学習論研究の動向と、実践的な
取り組みの中でスタッフが力をつけている
事例とその組織のあり方について、東京都と
岡山市の事例が報告された。 
 

（２） 研究大会（2014 年度） 
 社会教育に関する分野以外の職員の活動
に注目し、松本市では地域づくりを担う職員
による地域をコーディネートしている事例、
福井市では特別支援教育センターの所員が、
個々の子ども、担任への支援から「学校支援」
へと転換している取り組み、また特定非営利
活動法人日本ボランティアコーディネータ
ー協会が行う研修や資格付与の取り組みが
報告された。 
 また、会場校企画として、福井市の公民館
主事の力量形成を支える福井大学履修証明
プログラムと、福井市教育委員会がそれを研
修として位置づけてきた経緯が報告された。 
 

（３） 東京ラウンドテーブル（2014
年度） 

 東京ラウンドテーブル実行委員会、社養協
（全国社会教育職員養成研究連絡協議会）と、
本プロジェクト研究の三者で共催し、ＥＳＤ
に長く取り組んできた岡山市の持続可能な
地域づくりを支える公民館職員の研修、大阪
教育大学における「社会教育施設職員の学び
あい講座」、福井市教育委員会と福井大学と
の協働による公民館職員研修について、報告
があった。 
 

（４） 六月集会（2015 年度） 
 中間まとめとして、これまでの報告事例か
ら見えてきた共通性と課題、福島県における
震災復興と〈学びあうコミュニティ〉をささ
える復興ラウンドテーブルの取り組み、今後
の展望に向けた専門性にかかわる議論の整
理などが報告された。 
 
 

Ⅱ 実践の展開とコーディネーターの力
量 形 成 の プ ロ セ ス を 聞 き 取 る
（2015-2016 年度） 

 
 職員の力量形成とそれを支える組織を問
い直すためには、大学と学会の役割が重要な
論点となる。これまで研究者が自分の研究成

果を「発表」し、それに対して「質問」する
というコミュニケーションであった日本社
会教育学会において、職員が自らの実践をふ
り返り、小グループで関心をもつ聴き手に語
ることを可能にする、ラウンドテーブルに取
り組んだ。科学研究費による旅費の支給が、
全国の自治体で取り組みを重ねてきた職員
の参加を可能にした。 
 

（１）  研究大会（2015 年度） 
 プロジェクト研究のメンバーが呼びかけ
た、さまざまな仕事・活動で「学習支援」に
取り組む人たちが、日本の各地から 15 名参
加し、聴き手としての職員の学会への参加も
呼びかけた。これにより、おそらく日本社会
教育学会としては初めてラウンドテーブル
による実践の交流が実現し、その中から実践
を支える職員の力量とは何かということが
話し合われた。 
  

（２） 六月集会（2016 年度） 
 六月集会の前に、プロジェクト研究メンバ
ーにより、京都市のまちづくりアドバイザー
制度についてスタディツアーを行った。さら
に六月集会では、京都市の街づくりアドバイ
ザーの具体的な取り組み、学校教育における
教師の実践的力量形成の取り組み、地域学校
協働本部における統括・地域コーディネータ
ーの役割について、報告された。 
 
 Ⅲ 力量形成サイクルの創造（2016 年度） 
 
  （１）研究大会（2016 年度） 
 最終年度において、職員の力量形成を支え
る持続的なシステムの展望について、具体的
なカリキュラムデザインが検討された。 
 まず、社会教育職員の役割から見た力量形
成を支える研修とネットワークについて、ま
た社会教育主事制度にかかわる議論の整理
と大学における養成、本プロジェクト研究の
成果と課題について報告された。 
 
  （２）東京ラウンドテーブル（2016 年

度） 
 岡山市における地域力を支える専門職員
の力量形成について報告があり、またコミュ
ニティ学習支援者養成のカリキュラム・デザ
インとその組織について、これまでの研究の
整理が行われた。 
 このシンポジウムの後、参加者がラウンド
テーブルのような形で語り合うことに取り
組み、シンポジウムを聴いて自分が取り組ん
できた実践についてどう思ったかを語り合
った。 
 
４.研究成果 
 

Ⅰ 力量形成とその組織をとらえる視点
を探る（2014-2015 年度） 

 



 実践的な取り組みの中でスタッフが力を
つけている事例（東京都・岡山市）、地域づ
くり職員によるコーディネートの事例（松本
市）、特別支援教育センターの「学校支援」
の取り組み（福井市）などの事例から、職員
の力量形成は、知識や技術を受け渡すような
方法ではむずかしく、実践の経験をふり返る
ことをとおして実践を組織する力が獲得さ
れていくことが確認された。 
 また、地域づくりを支える公民館職員の研
修（岡山市）、大阪教育大学の「社会教育施
設職員の学びあい講座」、福井大学における
履修証明プログラムなど、教育委員会や大学
が、力量形成を支えるシステムを構築してい
る事例が報告された。 
 

Ⅱ 実践の展開とコーディネーターの力
量 形 成 の プ ロ セ ス を 聞 き 取 る
（2015-2016 年度） 

 
 2015 年度の研究大会では、日本社会教育
学会としては初めてラウンドテーブルによ
る実践の交流が実現し、その中で実践を支え
る職員の力量とは何かということが話し合
われた。報告者に女性が多かったことが特長
的であったが、これは社会教育やその他の施
設職員、学校教育や福祉など隣接領域の職員
など、人々の学習・活動に第一線でかかわる
仕事が非常勤職員・ＮＰＯ職員・財団職員な
どにより担われている現実を反映している。 
 学会が、実践の交流の場となりえたことは、
研究者にとってそれを支える研究や研修の
あり方を問われる意味をもったということ
ができる。 
 また街づくりアドバイザー制度（京都市）、
地域学校協働本部における統括・地域コーデ
ィネーターの役割についての報告（東京都）
などから、自治体が市民との協働を持続的に
支える仕組みづくりに取り組んでいること
が明らかになった。 
 
 Ⅲ 力量形成サイクルの創造（2016 年度） 
 
 研究大会では、2 年間の研究活動をふりか
えり、コミュニティの持続的な活動を支える
職員の力量形成において、実践のふりかえり
と記録化が重要な意味を持つこと、それらを
軸としたカリキュラムの展望が提案された。 
 また、ラウンドテーブルのように、小グル
ープに分かれてじっくりと実践を聴き取る
取り組みが、語り手・聴き手ともに自らの実
践をふり返ることにつながっていること、経
験・領域・地域などが異なる実践について交
流することにより、そうした際から学ぶこと
ができることなどが確認された。 
 研究活動の成果を一層ふかめていくため、
本科研費および学会プロジェクト研究の期
間終了後も、研究グループとして活動を継続
していくことになった。 
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